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◇本計画の趣旨◇ 

本計画は、第4期（自令和6年度～至令和11年度）における、当健康保険組合の

特定健康診査及び特定保健指導（以下「特定健康診査・保健指導」）の実施方

法に関する基本的な事項とその実施に係る目標等について定めるものである。 

 

◇当健保組合の現状◇ 

当健保組合は、海運業とその関連事業を主たる業とする事業所が加入している

単一健保組合である。令和5年4月1日現在の事業所数は30で、全国11都道府県

に本社が所在し、そのうち12事業所の本社が東京都にある。ただし、他の事業

所や支店等は全国に点在しており、東京近郊の１都３県に在住している被保険

者及び被扶養者は5割、それ以外の在住者は約5割程度となっている。当健保組

合の一事業所あたりの平均被保険者数は約94人、被保険者数が100人以上の事

業所は7ヶ所、50人以上100人未満は6ヶ所、50人未満の事業所は17ヶ所の状況

である。また、被保険者の約71％が男性で平均年齢44.2歳、残り女性は約29％

で同41.6歳、男女平均は43.5歳という状況である。 

被保険者の健康診断については、当健保組合は35歳以上を対象に生活習慣病健

診の補助を事業者が実施する法定健診と同時に実施している。 

一方、被扶養者及び任意継続被保険者（以下、被扶養者等）の健康診断につい

ては、従から35歳以上の被扶養者等を対象に「家族健診」（巡回型・施設型）

を原則無料で実施するとともに、従来からの人間ドック補助と併せ被扶養者等

の健康診断の充実を目指している。 

 

◇特定健康診査・保健指導の実施方法に関する基本的な事項◇ 

① 特定健康診査の実施に係る基本事項 

特定健康診査の受診率向上のためには特に被扶養者等への対応が課題となる。

35歳以上の被扶養者等の自宅に「家族健診」の案内を出し、未受診者には受診

勧奨のハガキを出す等の対策により受診率向上の効果が出ているが、それでも

受診しない人が半数以上いることから第４期においてはこの層に対して受診促

進策が重要な課題となる。 

② 事業主等が実施する健康診断及び保健指導との関係 

特定健康診査については、事業主に実施義務がある法定健診の健診項目と特定

健康診査の検査項目を、当健保組合は定期健診（法定健診プラス生活習慣病健

診）の健診結果データとして事業主から受領し、その法定健診にかかわる費用

は事業主が負担する。 

保健指導については、当健保組合が行う保健指導を優先に実施する。 



 

 

③ 保健指導の基本的な考え方 

生活習慣病予備群並びに該当者に対し保健指導を実施する最大の目的は、生活

習慣病に移行させないこと、また、該当者には症状を重症化させないことであ

る。 

このため、当健保組合は保健指導により対象者自身が健診結果を理解して自ら

の生活習慣を変えることができるようにサポートするが、保健指導を成功させ

るには、本人及び健保組合の努力だけでは不十分であり、事業主や家族の理解

と協力が大変重要である。 

 

Ⅰ.達成目標 

１．特定健康診査の実施に係る目標 

令和11年度において特定健康診査の実施率が基本指針で示された単一健保の

目標値である90%以上を達成できるよう、各年度の実施率目標値を以下の通り

定める。 

 

区分 令和6年

度 

令和7年

度 

令和8年

度 

令和9年

度 

令和10年

度 

令和11年

度 

合計 対象者

数 

2,228人 2,228人 2,228人 2,228人 2,228人 2,228人 

実施者

数 

1,849人 1,871人 1,893人 1,916人 1,960人 2,005人 

実施率 83% 84% 85% 86% 88% 90% 

被保険

者 

対象者

数 

1,570人 1,570人 1,570人 1,570人 1,570人 1,570人 

実施者

数 

1,520人 1,520人 1,520人 1,520人 1,520人 1,520人 

実施率 97% 97% 97% 97% 97% 97% 

被扶養

者 

対象者

数 

658人 658人 658人 658人 658人 658人 

実施者

数 

329人 348人 368人 394人 414人 443人 

実施率 50% 53% 56% 60% 63% 67.3% 

 

 

 

 



 

 

 

２．特定保健指導の実施に係る目標 

令和11年度において特定保健指導の実施率が基本指針で示された単一健保の目

標値である60%以上を達成できるよう、各年度の実施率目標値を以下の通り定

める。 

 

区分 令和6年

度 

令和7年

度 

令和8年

度 

令和9年

度 

令和10年

度 

令和11年

度 

合

計 

対象

者数 

342人 346人 350人 354人 358人 370人 

実施

者数 

119人 138人 157人 177人 196人 222人 

実施

率 

35% 40% 45% 50% 55% 60% 

動

機

づ

け

支

援 

対象

者数 

148人 149人 151人 153人 154人 160人 

実施

者数 

55人 56人 62人 69人 76人 88人 

実施

率 

37% 38% 41% 45% 49% 55% 

積

極

的

支

援 

対象

者数 

194人 197人 199人 201人 204人 210人 

実施

者数 

62人 82人 95人 108人 121人 136人 

実施

率 

32% 41% 48% 53% 59% 65% 

 

 

Ⅱ.特定健康診査等の対象者数 

今後6年間の特定健康診査対象者数については、現時点で30歳代の人数が比較

的少なく、今後60歳以上の人数が増える想定であることと、毎年相当数の加入

者が外地勤務のために対象除外となることから、令和5年度の特定健康診査対

象者数（被保険者約1,600人、被扶養者約650人）程度で推移するものとした。 

 

 

 



 

 

Ⅲ.特定健康診査等の実施方法等 

１． 特定健康診査等の委託 

① 特定健康診査の委託 

当健保組合が被扶養者等を対象に実施する特定健康診査を兼ねた家族健診を、

以下の健診業者に委託して実施する。 

・株式会社イーウェル（けんぽ共同健診協議会）：施設型健診、巡回型健診 

② 保健指導の委託 

当健保組合は保健指導を、専門業者であるメドケア株式会社ならびにSOMPO ヘ

ルスサポート株式会社に委託する。 

被扶養者に対しては株式会社イーウェル（けんぽ共同健診協議会）の枠組みの

中で受診案内を実施する。 

 

２．特定健康診査等の実施項目及び実施時期 

実施項目は、法定の実施項目（基本的な健診項目と、医師の判断によって追加

的に実施することのある詳細な健診項目）とする。なお人間ドックは特定健康

診査の法定項目を含有する形で実施することにより特定健康診査の実施に替え

るものとする。実施時期は通年とする。 

 

３．特定健康診査データの受領方法とシステムへの格納 

特定健康診査結果データは、事業主健診の健診（医療）機関や代行機関および

人間ドック医療機関から電子データを原則的にXML方式で随時受領し、大和総

研の情報処理システムに一括格納する。 

ただし、川崎汽船診療所の健診データについては川崎汽船診療所で作成された

エクセルデータを株式会社ケイラインビジネスシステムズでCSV形式に変換し

たものを月毎に受領し、当健保組合で更に変換ソフトでXML データに変換し、

大和総研の情報処理システムに格納する。 

 

４．保健指導対象者の選出の方法 

保健指導の実施対象者については、全ての事業所の被保険者および被扶養者を

対象に積極的に取り組んでいく。 

 

Ⅳ.個人情報の保護 

当健保組合は、当健保組合の個人情報保護管理規程を遵守する。これに基づ

き、当健保組合の役職員及び委託された健診・保健指導機関等は、業務によっ

て知り得た情報を外部に漏らしてはならない。当健保組合におけるデータ管理

者は「常務理事」とし、データ利用者は当健保組合に所属する担当職員に限定



 

 

する。なお、外部委託するにあたっては、データ利用の範囲、利用者等を契約

書に明記する。 

 

Ⅴ.特定健康診査等実施計画の公表・周知 

本計画の周知は、当健保組合のホームページにて全事業所に対し通知するとと

もに、母体企業（川崎汽船）のイントラネット等に掲載する。 

 

 

Ⅵ.特定健康診査等実施計画の評価及び見直し 

当計画は、前年度実績と今後のあらゆる状況を勘案した上で、毎年度の理事

会、組合会で見直しを検討する。また、令和8年度まで3年間の分析と中間評価

をおこない、目標値と大きくかけ離れた場合その他必要と認めた場合には見直

す。 

 

Ⅶ.その他（算出基礎等） 

①  保健指導対象者の割合については令和5年度実績を使用した。 

被保険者： 21.5% （受診者全体に占める割合） 

被扶養者： 5.7% （同上） 

②  動機付支援対象者と積極的支援対象者の割合は令和5年度実績を使用し

た。 

動機づけ支援： 34% （指導対象者中に占める割合） 

積極的支援： 16.6% （同上） 

 

以上 


